
1 
 

各  位                                   令和 7 年 4 月 30 日 

 

                                                                  

会  社  名 株式会社日本抵抗器製作所 

代表取締役社長 木 村  準 

                    (コード番号 ６９７７ 東証スタンダード） 

                  問合せ先     社長室 室長 木矢村 隆 

                            TEL(0763)62-8125 
 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備及び 

内部統制報告書の訂正報告書の提出に関するお知らせ 

 

 当社は、本日公表の「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度の決算

短信等の訂正に関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、過年度の有価証券報

告書の訂正報告書を北陸財務局へ提出するとともに、過年度の決算短信等についても訂正

いたしました。 

 これに伴い、本日、当社は、金融商品取引法第 24 条の４の５第１項に基づき過年度の内

部統制報告書、金融商品取引法第 24 条の４の４第１項に基づき内部統制報告書において開

示すべき重要な不備がある旨を記載したそれぞれの報告書を北陸財務局へ提出いたしまし

たので下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．開示すべき重要な不備の内容 

 当社は連結子会社である株式会社日本抵抗器大分製作所（以下、「当該子会社」という。）

において、元従業員による同社資金の私的流用の事案が発覚したことを受けて、令和７

年２月３日に、事実関係や類似する事象の有無の調査及び原因・背景の究明並びに再発

防止策の提言を目的として、外部の弁護士、税理士を含めた調査委員会を設置いたしま

した。 

調査委員会による調査の結果、当該子会社の元従業員による資金の私的流用及びこれ

を隠蔽するための虚偽の仕訳計上等の事実が確認されました。 

以上のことから、当社は、当社グループにおいて内部統制が十分に機能していなかっ

たものと判断し、業務プロセスの一部に開示すべき重要な不備があるものと認識いたし

ました。 

 

２．開示すべき重要な不備を是正するために実施された措置と是正の状況 

 今回の開示すべき重要な不備は当事業年度末日後に発覚したため、当該不備を当事業

年度末日までに是正することができませんでした。当社は、当社グループにおける財務

報告に係る内部統制の重要性を認識しており、調査委員会の報告を踏まえ、実効性のあ

る再発防止策を策定の上、速やかに内部統制の改善を図っていく予定でありますが、本

書提出日現在、開示すべき重要な不備の是正には至っておりません。 



2 
 

３．連結財務諸表及び財務諸表に与える影響 

 上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、全て連結財務諸表及び財

務諸表に反映しております。 

 

４．連結財務諸表及び財務諸表の監査報告における監査意見 

 無限定適正意見であります。 

 

５.対象となる内部統制報告書 

第73期 内部統制報告書の訂正報告書（自令和２年１月１日 至令和２年12月31日） 

第74期 内部統制報告書の訂正報告書（自令和３年１月１日 至令和３年12月31日） 

第75期 内部統制報告書の訂正報告書（自令和４年１月１日 至令和４年12月31日） 

第76期 内部統制報告書の訂正報告書（自令和５年１月１日 至令和５年12月31日） 

第77期 内部統制報告書      （自令和６年１月１日 至令和６年12月31日） 

 

６．訂正の内容 

訂正箇所は＿＿＿＿＿を付して表示しております。 

 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は

有効であると判断しました。 

 

（訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこ

とになり、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業

年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断い

たしました。 

 

記 

 

当社は連結子会社である株式会社日本抵抗器大分製作所（以下、「当該子会社」とい

う。）において、元従業員による同社資金の私的流用の事案が発覚したことを受けて、

令和７年２月３日に、事実関係や類似する事象の有無の調査及び原因・背景の究明並び

に再発防止策の提言を目的として、外部の弁護士、税理士を含めた調査委員会を設置い

たしました。 

調査委員会による調査の結果、当該子会社の元従業員による資金の私的流用及びこれ

を隠蔽するための虚偽の仕訳計上等の事実が確認されました。 

調査委員会による調査結果に基づき、当社は、私的流用された資金の処理に関する訂

正を行い、令和元年12月期から令和５年12月期の有価証券報告書、令和元年12月期の第

１四半期から令和６年12月期の第１四半期までの四半期報告書及び令和６年12月期の

半期報告書について、訂正報告書を提出いたしました。 

本件の原因としては、当該子会社の出金の承認プロセスが十分に運用されていなかっ

たこと等が挙げられます。 

以上のことから、当社は、当社グループにおいて内部統制が十分に機能していなかっ

たものと判断し、業務プロセスの一部に開示すべき重要な不備があるものと認識いたし
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ました。 

なお、上記事実は当事業年度期末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日ま

でに是正することができませんでした。 

当社は、当社グループにおける財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、調

査委員会の報告を踏まえ、実効性のある再発防止策を策定の上、速やかに内部統制の改

善を図ってまいります。 

 

 

以上 


